
鳥取県税条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年10月３日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第87号

鳥取県税条例施行規則等の一部を改正する規則

（鳥取県税条例施行規則の一部改正）

第１条 鳥取県税条例施行規則（昭和35年鳥取県規則第40号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を

加える。

改 正 後 改 正 前

（法人の事業税及び地方法人特別税の申告納付期限の （法人の事業税の申告納付期限の承認）

承認）

第37条 略 第37条 略

（法人の事業税及び地方法人特別税に係る更正及び決 （法人の事業税に係る更正及び決定に関する通知書）

定に関する通知書）

第37条の２ 条例第63条（地方法人特別税等に関する 第37条の２ 条例第63条に規定する規則で定める通知

暫定措置法（平成20年法律第25号）第10条の規定に 書は、第53号様式の３のとおりとする。

より法人の事業税の賦課徴収の例によることとされ

ている場合を含む。）に規定する規則で定める通知

書は、第53号様式の３のとおりとする。

様式目次 様式目次

１及び２ 略 １及び２ 略

３ 県民税関係 ３ 県民税関係

第46号様式～第53号様式の２その２ 略 第46号様式～第53号様式の２その２ 略

第53号様式の３ 更正決定通知書（法人県民税・法人 第53号様式の３ 更正決定通知書（法人県民税・法人

事業税・地方法人特別税・加算金） 事業税・加算金）

第53号様式の４～第53号様式の６ 略 第53号様式の４～第53号様式の６ 略

４ 事業税関係 ４ 事業税関係

第54号様式 略 第54号様式 略

第55号様式 法人事業税及び地方法人特別税に係る申 第55号様式 事業税に係る申告納付期限の（不）承認

告納付期限の（不）承認通知書 通知書

５～13 略 ５～13 略

第２条 鳥取県税条例施行規則の一部を次のように改正する。

第53号様式の３を次のように改める。







  第55号様式を次のように改める。 

第55号様式（第37条関係） 

（表面） 

 

法人事業税及び地方法人特別税に係る申告納付期限の(不)承認通知書 

 

 

 

住所 

 

氏        名 

 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった法人事業税及び地方法人特別税に係る申告納付期限の

延期は          、              通知します。 

なお、この承認に基づいて提出する申告書には、この通知書の写しを添付してください。 

 

 

       年  月  日 

 

                       総合事務所長 氏 名  □印  

 

 

 

記 

 

（承認の場合） 指定申告納付期限    年  月  日 

 

（不承認の場合）理由                  

 

 

備考 不要な文字は、抹消すること。 

（裏面） 

お知らせ 

 この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に、行

政不服審査法第４条の規定により、知事に審査請求をすることができます。審査請求書は、なるべく総

合事務所長を経由して提出してください。 

 また、この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して６か月以内に、鳥取県を被告として（訴訟において鳥取県を代表する者は知事となりま

す。）、提起することができます。なお、処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対す

る裁決を経た後でなければ提起することはできませんが、次の①から③までのいずれかに該当するとき

は、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

① 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。 

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 

承認し、下記のとおりその期限を指定したので 

承認できないので、下記のとおりその理由を付して



（鳥取県行政組織規則の一部改正）

第３条 鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（総務部各課の所掌事務） （総務部各課の所掌事務）

第７条 総務部各課の所掌事務は、次のとおりとす 第７条 総務部各課の所掌事務は、次のとおりとす

る。 る。

総務課～財政課 略 総務課～財政課 略

税務課 税務課

(１) 県税及び地方法人特別税（地方法人特別税等 (１) 県税に関すること。

に関する暫定措置法（平成20年法律第25号）の規

定により国が課する地方法人特別税をいう。以下

同じ。）に関すること。

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略

行財政改革局人事・評価室～庶務集中局集中業務 行財政改革局人事・評価室～庶務集中局集中業務

課 略 課 略

（県税局各課の所掌事務） （県税局各課の所掌事務）

第22条の７ 県税局各課の所掌事務は、次のとおりと 第22条の７ 県税局各課の所掌事務は、次のとおりと

する。この場合において、東部総合事務所にあって する。この場合において、東部総合事務所にあって

は八頭郡の区域内に係るものを、西部総合事務所に は八頭郡の区域内に係るものを、西部総合事務所に

あっては日野郡の区域内に係るものを含むものとす あっては日野郡の区域内に係るものを含むものとす

る。 る。

県税局収税課 県税局収税課

(１) 県税及び地方法人特別税に係る周知宣伝に関 (１) 県税に係る周知宣伝に関すること。

すること。

(２) 県税及び地方法人特別税に係る徴収金の督促 (２) 県税に係る徴収金の督促及び収納に関するこ

及び収納に関すること。 と。

(３) 県税及び地方法人特別税に係る過誤納金の還 (３) 県税に係る過誤納金の還付又は充当に関する

付又は充当に関すること。 こと。

(４) 県税及び地方法人特別税に係る徴収金の徴収 (４) 県税に係る徴収金の徴収及び滞納処分に関す

及び滞納処分に関すること。 ること。

(５) 県税及び地方法人特別税に係る延滞金の減免 (５) 県税に係る延滞金の減免に関すること。

に関すること。

(６) 県税及び地方法人特別税に係る徴収金の徴収 (６) 県税に係る徴収金の徴収に関する犯則の取締

に関する犯則の取締りに関すること。 りに関すること。

(７)～(13) 略 (７)～(13) 略

県税局課税課 県税局課税課

(１) 県税（自動車税及び自動車取得税を除く。） (１) 県税（自動車税及び自動車取得税を除く。）

及び地方法人特別税に係る徴収金の賦課及び課税 に係る徴収金の賦課及び課税免除に関すること。

免除に関すること。

(２) 県税（自動車税及び自動車取得税を除く。） (２) 県税（自動車税及び自動車取得税を除く。）

及び地方法人特別税に係る徴収金（延滞金を除 に係る徴収金（延滞金を除く。）の減免に関する



く。）の減免に関すること。 こと。

(３) 県税（自動車税及び自動車取得税を除く。） (３) 県税（自動車税及び自動車取得税を除く。）

及び地方法人特別税に係る徴収金の賦課に関する に係る徴収金の賦課に関する犯則の取締りに関す

犯則の取締りに関すること。 ること。

県税局日野支所 県税局日野支所

(１) 県税及び地方法人特別税に係る周知宣伝に関 (１) 県税に係る周知宣伝に関すること。

すること。

(２) 県税及び地方法人特別税に係る徴収金の督促 (２) 県税に係る徴収金の督促及び収納に関するこ

及び収納に関すること。 と。

(３) 県税及び地方法人特別税に係る納税証明書の (３) 県税に係る納税証明書の交付に関すること。

交付に関すること。

(４) 県税及び地方法人特別税に係る申告書等の受 (４) 県税に係る申告書等の受理に関すること。

理に関すること。

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正）

第４条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

略 略

税 略 税 略

務 務

課七 鳥取県会１ 同規則第10条の ○ 課七 鳥取県会１ 同規則第10条の ○

計規則（昭 規定による地方道 計規則（昭 規定による地方道

和39年鳥取 路譲与税、石油ガ 和39年鳥取 路譲与税、石油ガ

県規則第11 ス譲与税、航空機 県規則第11 ス譲与税及び航空

号）に基づ 燃料譲与税及び地 号）に基づ 機燃料譲与税の調

く知事の権 方法人特別譲与税 く知事の権 定

限に属する の調定 限に属する

事務 事務

略 略

略 略

九 鳥取県納 略 九 鳥取県納 略

税貯蓄組合 税貯蓄組合

規則（昭和２ １以外の事務 ○ 総合事務所長 規則（昭和２ １以外の事務 ○ 総合事務所長

30年鳥取県 30年鳥取県

規則第30 規則第30

号）に基づ 号）に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務 事務

十 地方法人１ 同法第10条の規 ○ 総合事務所長

特別税等に 定による賦課徴収

関する暫定

措置法（平２ 同法第11条の規 ○ 総合事務所長

成20年法律 定による申告書の

第25号）に 受理

基づく知事



の権限に属３ 同法第12条第３ ○

する事務 項の規定による国

への払込み

４ 同法第13条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による還

付金の還付

５ 同法第13条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による過

誤納金の還付

６ 同法第19条にお ○

いて適用する地方

税法第72条の74の

規定による犯則取

締に関し知事が行

う職務

７ 同法第20条第１ ○

項の規定による総

務大臣への申告納

付等に関する報告

略 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に第２条の規定による改正前の鳥取県税条例施行規則の規定に基づき作成されている

用紙は、同条の規定による改正後の鳥取県税条例施行規則の規定にかかわらず、当分の間、所要の調整をした

上で使用することができる。




